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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第81期 

第３四半期 
連結累計期間

第82期 
第３四半期 
連結累計期間

第81期

会計期間
自  2017年４月１日 
至  2017年12月31日

自  2018年４月１日 
至  2018年12月31日

自  2017年４月１日 
至  2018年３月31日

営業収益 (百万円) 527,140 536,499 712,601

純営業収益 (百万円) 374,464 333,746 505,350

経常利益 (百万円) 112,199 65,495 155,676

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益

(百万円) 73,998 50,404 110,579

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 102,936 31,352 111,626

純資産額 (百万円) 1,375,632 1,247,475 1,370,520

総資産額 (百万円) 21,925,865 21,429,204 21,135,041

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 44.49 31.36 66.88

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) 44.21 31.17 66.45

自己資本比率 (％) 5.8 5.8 6.0
 

 

回次
第81期 

第３四半期 
連結会計期間

第82期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  2017年10月１日 
至  2017年12月31日

自  2018年10月１日 
至  2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 13.73 8.89
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 営業収益等には、消費税等は含まれておりません。

３ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準

等を遡って適用した後の指標等となっております。 

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間開始日以降、当四半期報告書提出日までの間において、第81期有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更があった事項はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項における将来に関する事項は、別段の記載がない限り、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グ

ループが判断したものであります。 

(1) 財政状態の分析

＜資産の部＞

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前年度末比2,941億円（1.4％）増加の21兆4,292億円となりました。内

訳は流動資産が同2,504億円（1.2％）増加の20兆7,289億円であり、このうち有価証券が同965億円（9.8％）増加

の1兆837億円、トレーディング商品が同6,799億円（10.2％）増加の7兆3,470億円、営業貸付金が同1,757億円

（12.2％）増加の1兆6,186億円、有価証券担保貸付金が同7,004億円（10.8％）減少の5兆7,962億円となっており

ます。固定資産は同437億円（6.7％）増加の7,002億円となっております。

 
＜負債の部・純資産の部＞

負債合計は前年度末比4,172億円（2.1％）増加の20兆1,817億円となりました。内訳は流動負債が同2,545億円

（1.5％）増加の17兆2,896億円であり、このうち有価証券担保借入金が同3,716億円（6.4％）増加の6兆1,475億

円、銀行業における預金が同2,175億円（6.4％）増加の3兆6,060億円、トレーディング商品が同1,880億円

（3.7％）減少の4兆8,427億円、１年内償還予定の社債が同940億円（36.0％）減少の1,673億円、短期借入金が同

198億円（1.8％）減少の1兆719億円となっております。固定負債は同1,626億円（6.0％）増加の2兆8,880億円で

あり、このうち社債が同781億円（5.9％）増加の1兆3,935億円、長期借入金が同839億円（6.3％）増加の1兆

4,116億円となっております。

 
純資産合計は同1,230億円（9.0％）減少の1兆2,474億円となりました。資本金及び資本剰余金の合計は4,780億

円となりました。利益剰余金は親会社株主に帰属する四半期純利益を504億円計上したほか、配当金435億円の支

払いを行ったこと等により、同66億円（0.9％）増加の7,924億円となっております。自己株式の控除額は同250億

円（46.2％）増加の793億円、その他有価証券評価差額金は同174億円（28.5％）減少の437億円、為替換算調整勘

定は同15億円（59.5％）増加の40億円、非支配株主持分は同854億円（96.4％）減少の31億円となっております。

 
（2) 経営成績の分析

① 事業全体の状況

当第３四半期連結累計期間の営業収益は前年同期比1.8％増の5,364億円、純営業収益は同10.9％減の3,337億円

となりました。

受入手数料は2,183億円と、同6.7％の減収となりました。委託手数料は、株式取引が減少したことにより、同

16.1％減の458億円となりました。引受業務では、大型のエクイティ引受案件等により、引受け・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の手数料は、同24.2％増の355億円となりました。

トレーディング損益は、急激な市場変動の中でポジション運営に苦戦し、同14.7％減の661億円となりました。

販売費・一般管理費は同2.6％増の2,798億円となりました。取引関係費は販売促進に関連する費用の増加によ

り同1.2％増の544億円、人件費は米国のSagent Holdings, Inc.とSignal Hill Holdings LLCを買収統合して昨年

度発足させたDCS Advisory Holdings Inc.を連結子会社化したことにより同1.6％増の1,384億円、減価償却費は

新システムの稼働等により同4.2％増の190億円となっております。

以上より、経常利益は同41.6％減の654億円となりました。

これに特別損益、法人税等及び非支配株主に帰属する四半期純損失を差し引いた結果、親会社株主に帰属する

四半期純利益は前年同期比31.9％減の504億円となりました。
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② セグメント情報に記載された区分ごとの状況

 純営業収益及び経常利益をセグメント別に分析した状況は次のとおりであります。

                                               (単位：百万円)

 
純営業収益 経常利益又は経常損失（△）

2017年 
12月期

2018年 
12月期

対前年同期 
増減率

構成比率
2017年 
12月期

2018年 
12月期

対前年同期 
増減率

構成比率

リテール部門 159,673 144,313 △9.6% 43.2% 39,019 22,737 △41.7% 34.7%

ホールセール
部門

124,057 116,284 △6.3% 34.8% 32,120 17,907 △44.2% 27.3%

アセット・マネ

ジメント部門
36,802 36,486 △0.9% 10.9% 21,827 21,850 0.1% 33.4%

投資部門 22,042 2,086 △90.5% 0.6% 20,121 15 △99.9% 0.0%

その他・調整等 31,887 34,577 ― 10.4% △890 2,983 ― 4.6%

連結 計 374,464 333,746 △10.9% 100.0% 112,199 65,495 △41.6% 100.0%
 

 

[リテール部門]

リテール部門の主な収益源は、国内の個人投資家及び未上場会社のお客様の資産管理・運用に関する商品・サ

ービスの手数料であり、経営成績に重要な影響を与える要因には、お客様動向を左右する国内外の金融市場及び

経済環境の状況に加え、お客様のニーズに合った商品の開発状況や引受け状況及び販売戦略が挙げられます。

当第３四半期連結累計期間においては、エクイティ募集では国内で過去最大となるグローバルIPOなどの大型

案件もあったため販売額が拡大し、またファンドラップでは株式市場の下落により評価額が減少したものの純増

額は引き続き堅調に推移しております。

一方で株式投資信託は、外国株式を主要投資対象とするファンドやIoT、ロボット関連等のテーマ型ファンド

の販売が好調だった前年同期と比べると販売額が大幅に減少しました。

その結果、当第３四半期連結累計期間のリテール部門における純営業収益は前年同期比9.6％減の1,443億円、

経常利益は同41.7％減の227億円となりました。リテール部門の当第３四半期連結累計期間の純営業収益及び経

常利益のグループ全体の連結純営業収益及び連結経常利益に占める割合は、それぞれ43.2％及び34.7％でした。

 
[ホールセール部門]

ホールセール部門は、機関投資家等を対象に有価証券のセールス及びトレーディングを行うグローバル・マー

ケッツと、事業法人、金融法人等が発行する有価証券の引き受け、M&Aアドバイザリー業務や上場コンサルティ

ング業務を行うグローバル・インベストメント・バンキングによって構成されます。グローバル・マーケッツの

主な収益源は、機関投資家に対する有価証券の売買に伴って得る取引手数料及びトレーディング収益です。グロ

ーバル・インベストメント・バンキングの主な収益源は、引受業務やM&Aアドバイザリー業務によって得る引受

け・売出し手数料とM&A関連手数料です。グローバル・マーケッツにおいては、国際的な地政学リスクや経済状

況等で変化する金融市場の動向や、それに伴う顧客フローの変化が、経営成績に重要な影響を与える要因となり

ます。グローバル・インベストメント・バンキングにおいては、顧客企業の資金調達手段の決定やM&Aの需要を

左右する国内外の経済環境等に加え、当社が企業の需要を捉え、案件を獲得できるかが経営成績に重要な影響を

与える要因となります。

グローバル・マーケッツにおいては、米中貿易摩擦や世界的な景気減速に対する懸念の影響を受け、減収減益

となりました。エクイティは、顧客フローは比較的堅調に推移したものの、急激な市場変動の中でポジション運

営に苦戦し、減収となりました。金融市場は、金利が低下する中、顧客フローが減少し、減収となりました。こ

れらの結果、当第３四半期連結累計期間の純営業収益は前年同期比12.5％減の788億円、経常利益は同50.2％減

の114億円となりました。

グローバル・インベストメント・バンキングにおいては、国内で過去最大となるグローバルIPO案件を含め、

複数のエクイティ募集・売出し案件でジョイント・グローバル・コーディネーターや主幹事を務めた結果、引受

け・売出し手数料が増加しました。M&Aビジネスにおいては、欧州のDC Advisoryや、米国のDCS Advisoryが関与

する海外・クロスボーダー案件や、国内の事業再編案件等が収益に貢献しました。一方で、DCS Advisory買収に

伴うのれんを含む無形固定資産の償却等により、販売費・一般管理費が増加しました。これらの結果、当第３四
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半期連結累計期間の純営業収益は前年同期比10.3％増の374億円、経常利益は同32.5％減の56億円となりまし

た。

当第３四半期連結累計期間のホールセール部門における純営業収益は前年同期比6.3％減の1,162億円、経常利

益は同44.2％減の179億円となりました。ホールセール部門の当第３四半期連結累計期間の純営業収益及び経常

利益のグループ全体の連結純営業収益及び連結経常利益に占める割合は、それぞれ34.8％及び27.3％でした。

 
[アセット・マネジメント部門] 

アセット・マネジメント部門の収益は、主に当社連結子会社の大和証券投資信託委託における投資信託の組成

と運用に関する報酬と、連結子会社の大和リアル・エステート・アセット・マネジメントの不動産運用収益によ

って構成されます。また、当社持分法適用関連会社である大和住銀投信投資顧問の投資信託の組成と運用及び投

資顧問業務に関する報酬からの利益及び同じく持分法適用関連会社である大和証券オフィス投資法人の不動産運

用収益からの利益は、それぞれ当社の持分割合に従って経常利益に計上されます。経営成績に重要な影響を与え

る要因としては、マーケット環境によって変動する顧客の投資信託及び投資顧問サービスへの需要と、マーケッ

ト環境に対するファンドの運用パフォーマンスや、顧客の関心を捉えたテーマ性のある商品開発等による商品自

体の訴求性が挙げられます。大和リアル・エステート・アセット・マネジメント及び大和証券オフィス投資法人

の経営成績は、国内の不動産市場・オフィス需要の動向に左右されます。

当第３四半期連結累計期間において、大和証券投資信託委託ではＲ＆Ｉファンド大賞において複数のファンド

が表彰を受けたことに示される運用力の高い商品等、投資家の資産形成ステージに応じた商品の提供を行い、大

和住銀投信投資顧問ではアクティブ運用力を生かしたファンドの設定や投資一任において新規の年金顧客との取

引を開始したものの、市場環境悪化の影響を受け、大和証券投資信託委託の公募投資信託の運用資産残高は前年

同期比6.7％減の14.8兆円、大和住銀投信投資顧問の公募株式投資信託及び投資顧問の運用資産残高は前年同期

比20.1％減の4.1兆円となりました。一方で、不動産アセット・マネジメントでは、大和リアル・エステート・

アセット・マネジメントにおけるホテル私募リートの運用開始や新たな物流ファンドの組成に伴う物件取得等に

より、運用資産残高は前年同期比3.1％増の8,518億円と過去最高となりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間のアセット・マネジメント部門の純営業収益は前年同期比0.9％減の364

億円、経常利益は同0.1％増の218億円となりました。アセット・マネジメント部門の当第３四半期連結累計期間

の純営業収益及び経常利益のグループ全体の連結純営業収益及び連結経常利益に占める割合は、それぞれ10.9％

及び33.4％でした。

 
[投資部門]

投資部門は主に、連結子会社である大和企業投資、大和ＰＩパートナーズ及び大和エナジー・インフラで構成

されます。投資部門の主な収益源は、投資先の新規上場（IPO）・M&A等による売却益や、投資事業組合への出資

を通じたキャピタルゲインのほか、契約に基づきファンドから受領する、管理運営に対する管理報酬や投資成果

に応じた成功報酬です。

当第３四半期連結累計期間において、大和企業投資は、国内外の成長企業への投資を積極的に実行するととも

に、投資先企業と大手企業とのマッチングを実施しました。大和ＰＩパートナーズは、重点地域であるミャンマ

ーにおいて３件目のプライベート・エクイティ投資を実行するなど引き続き積極的な投資を行いました。昨年７

月に設立した大和エナジー・インフラでは、大和ＰＩパートナーズから再生可能エネルギー事業を承継するとと

もに、持続可能な開発目標（SDGs）に資する新規投資も行いました。

収益面では、エクイティ投資先の売却益等により収益を確保したものの前年同期ほどの大型案件はなく、また

既存投資案件の再評価に伴う損失を計上したため、投資部門の純営業収益は前年同期比90.5％減の20億円、経常

利益は同99.9％減の15百万円となりました。投資部門の純営業収益及び経常利益のグループ全体の連結純営業収

益及び連結経常利益に占める割合は、それぞれ0.6％及び0.0％でした。

 
［その他］

その他の事業には、主に大和総研と大和総研ビジネス・イノベーションからなる大和総研グループによるリサ

ーチ・コンサルティング業務及びシステム業務のほか、大和ネクスト銀行による銀行業務などが含まれます。

大和総研は、当社グループ向けシステム開発を受託したほか、高付加価値のソリューション提案により、顧客

との関係を強化し、当社グループのビジネスに貢献しました。
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大和総研ビジネス・イノベーションは、大口顧客向けシステム開発案件を手掛けたこと等により、当社グルー

プの収益に貢献しました。

大和ネクスト銀行では、外貨建てローン債権を裏付け資産とする資産流動化ローンの積み増しにより貸出金利

息が増加しました。また2018年９月より「えらべる預金」の法人取り扱いを開始し、特にSDGsに対する企業・団

体等の関心の高さを受けて「応援定期預金」への預入れが急増したことから、12月末時点で累計預入件数は

23,545件、累計預入金額は308億円となりました。

その結果、その他・調整等に係る純営業収益は345億円（前年同期318億円）、経常利益は29億円（前年同期は

経常損失8億円）となりました。その他・調整等の当第３四半期連結累計期間の純営業収益及び経常利益のグル

ープ全体の連結純営業収益及び連結経常利益に占める割合は、それぞれ10.4％及び4.6％でした。

 
③ 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループでは、当連結会計年度より３ヵ年の中期経営計画“Passion for the Best” 2020を新たにスタ

ートさせております。前連結会計年度を最終年度とする中期経営計画“Passion for the Best” 2017において

は、数値目標として連結自己資本利益率（ROE）10％以上と固定費カバー率75％以上の指標を掲げておりました

が、“Passion for the Best” 2020においては、お客様本位を起点として健全な利益の確保を通じた持続的成

長を図るべく、「お客様本位」「業績」「財務」の３つのキー・パフォーマンス・インディケーター（KPI）を

設定しています。お客様本位KPIでは、お客様本位の業務運営をさらに進化させるため、「お客様満足度」をKPI

のメインフレームに据えています。具体的には、ネット・プロモーター・スコア（NPS）という、お客様のロイ

ヤリティーを数値化した指標を本格的にKPIとして導入します。また、お客様からの信頼の証しである預り資産

についてもKPIとして設定し、2020年度に80兆円以上を目指します。業績KPIでは、これまでの取組みにより安定

的に収益を上げる基盤ができてきたことから、大きな成長を目指す次なるステージに入ってきたと捉え、従来よ

り掲げておりますROE10％以上に加えて、2020年度における連結経常利益2,000億円以上を新たに設定しました。

財務KPIについては、当社グループとしてのハイブリッド化を進める中でも、強固な財務基盤を維持することを

示すべく、連結総自己資本規制比率18％以上を掲げています。
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④ 経営成績の前提となる当第３四半期連結累計期間のマクロ経済環境

＜海外の状況＞

世界経済は緩やかに拡大しているものの、IMF（国際通貨基金）などの国際機関は、米国のトランプ大統領が

保護主義的な通商政策を強力に推進したことで米中の貿易摩擦が激化し、さらに金融環境が引き締まったため

に、世界経済の先行きに対して下振れリスクが一段と高まっているとみています。

米国経済は、2018年４－６月期の実質GDP成長率が前期比年率4.2％増と約４年ぶりの高成長となり、また、７

－９月期もやや減速したものの同3.4％増と高い成長となりました。税制改革の恩恵が、企業業績や企業マイン

ドの改善に及び、消費の裏付けとなる雇用・所得環境も安定して推移したことから、個人消費主導の景気拡大が

続いています。しかし、トランプ大統領の政権運営は米国内外の混乱を招いており、先行きに対する懸念が年末

にかけて急速に高まりました。国内については、政府高官の相次ぐ交代や、12月下旬の予算不成立に伴う政府機

関の一部閉鎖が起こりました。対外的には、トランプ大統領の強硬姿勢は、中国にとどまらず、EU（欧州連合）

や韓国、メキシコ、カナダ、日本などにも拡大しています。中国以外の各国とは妥協が成立したり、新たな貿易

交渉を開始するなど一定の成果を挙げているものの、中国との通商摩擦の行方は、依然として不透明なままで

す。

金融面では、底堅い景気拡大を受けて、FRB（連邦準備制度理事会）は2018年に計４回の利上げを実施しまし

た。もっとも、FOMC（連邦公開市場委員会）参加者の政策金利見通しによると、2019年は２回（従来の３回から

変更）、2020年は１回の利上げ（いずれも中央値）が想定されており、より緩やかな利上げペースが示されてい

ます。米国株式市場では、７月に入ると、底堅い米国経済や好調な企業決算を背景に、NYダウ平均株価は上昇し

続け、10月初めには約８ヵ月ぶりに過去最高値を更新しました。しかし、12月に入ると、米中の通商交渉の先行

き懸念や、中国をはじめとする世界全体の景気減速懸念の高まりを受けて同株価は大幅に下落し、年末の水準は

ピークから約13％下落しました。

欧州経済（ユーロ圏経済）では、2018年４－６月期のユーロ圏の実質GDP成長率は、企業の設備投資など総固

定資本形成に牽引されて前期比年率1.7％増と１－３月期からやや加速したものの、７－９月期は同0.6％増、10

－12月期も同0.9％増と大幅に減速し、欧州委員会が推計する潜在成長率1.5％程度を下回りました。2017年に進

んだユーロ高が輸出を抑制し、その後は、米中の貿易摩擦の激化に加え、ユーロ圏と関係が深いトルコなどの新

興国の景気減速が輸出の重石となっています。さらに、イギリスのEU離脱交渉の難航も輸出環境を一層厳しくし

ています。

金融面では、ECB（欧州中央銀行）は非伝統的な金融緩和政策の軌道修正を着実に進めています。2018年９月

のECBの金融政策理事会では、６月に発表した金融緩和の出口戦略の方針に従って政策を進めていくことが確認

されました。すなわち、資産買取額を2018年10月からはさらに減額した上で、2018年12月末で資産買取を終了

し、残高を維持するための再投資を継続しています。また、政策金利は少なくとも2019年夏まで据え置かれる方

針です。これらはFRBが実施した金融緩和政策からの出口戦略を踏襲する形となっていますが、ECBは、不透明さ

が増す世界経済を注視しながら、非伝統的な金融緩和政策の修正を慎重に進めていくものとみられます。

新興国を代表する、世界第２位の経済規模を持つ中国の実質GDP成長率は、2018年４－６月期の前年比6.7％増

から、７－９月期の同6.5％増、10－12月期の同6.4％増と徐々に減速傾向が強まっています。また、米国との通

商摩擦の激化は、互いに関税率を引き上げ合う形でエスカレートしており、輸出面を通じて、中国経済への影響

が懸念されます。12月の米中首脳会談の結果、一段の通商摩擦の激化は当面回避されることになりましたが、90

日間で協議がまとまらなければ、トランプ政権は、中国からの輸入品2,000億ドル分に対する10％の追加関税を

25％に引き上げる方針を示しています。貿易問題が長期化すると、中国企業だけでなく、中国で製品や部品を生

産して米国に輸出していた海外企業が被る打撃も大きくなり、海外企業がサプライチェーンを見直す動きが加速

する可能性があります。さらに、中国の魅力が低下し、海外からの直接投資が減少することになれば、中国の中

長期的な成長力も抑制されることにつながります。 

一方、中国以外の新興国を見ると、原油などの資源価格の上昇は資源国経済にとって追い風になりましたが、

世界景気の減速懸念を背景にエネルギー需要が落ち込むとの見通しから、11月以降、原油価格は大幅に下落し、

12月末には約１年４ヵ月ぶりの安値となりました。このように、資源国は一転して逆風に直面していますが、資

源の乏しい新興国にとっては、原油安は景気を下支えする要因になっています。もっとも、米中を中心とした貿

易摩擦が、貿易数量の鈍化を通じて世界全体に及ぶことになれば、新興国経済への影響も避けられないと考えら

れます。
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＜日本の状況＞

日本経済は、2018年４－６月期の実質GDP成長率が前期比年率2.8％増と２四半期ぶりのプラス成長に転じ、５

四半期ぶりの高成長となりました。しかし、７－９月期には、一転して同2.5％減と約４年ぶりの大幅なマイナ

ス成長に落ち込みました。この背景として、夏の酷暑に加えて、７月の西日本を中心とした豪雨、９月上旬の大

型台風、北海道で発生した大地震といった自然災害が相次いだことが悪影響を及ぼしたと考えられます。相次い

だ自然災害に伴って、消費意欲が減退した他、生産・輸送面での制約が企業活動を一時的に抑制しました。もっ

とも、このような一過性の要因を除いても、景気の基調は弱く、2017年10－12月期以降、実質GDPの水準は概ね

横ばい圏で推移しています。従って、日本経済は踊り場局面にあるという状況に変化はないとみられています。

需要項目ごとに見ると、個人消費は、2018年４－６月期は雇用・所得環境の着実な改善に支えられて増加しま

したが、７－９月期には前期比年率0.7％減と再びマイナスに転じました。背景には、一連の自然災害があると

考えられ、生鮮食品の価格高騰や酷暑による外出手控えなど、消費者の生活に大きな影響を及ぼしました。もっ

とも、10月以降は、これらの影響が徐々に薄まり、減少していた訪日外客数も再び増加基調に戻っています。住

宅投資は、2018年７－９月期に５四半期ぶりに増加し、2019年10月に予定されている消費増税に向けた駆け込み

需要が徐々に顕在化している可能性が考えられます。

一方、企業の設備投資は、2018年４－６月期の高成長から一転して、７－９月期には前期比年率10.6％減と２

年ぶりに減少しました。2009年以来の大幅減となった要因としては、前期からの反動や、災害に伴う一時的な供

給制約等が挙げられます。もっとも、堅調な企業収益や低金利、労働需給の逼迫といった企業を取り巻く環境に

変化はなく、人手不足に対応した合理化・省人化投資や、競争力を維持するための機械・設備の更新、研究開発

投資などに対する企業の意欲は強いままです。

外需に目を向けると、海外経済の緩やかな成長に合わせて輸出額は増加基調にありましたが、７－９月期に

は、自然災害に伴う一部メーカーの供給制約や関西国際空港の閉鎖によって下押しされ、実質輸出は５四半期ぶ

りに減少しました。10月に入って持ち直しの動きは見られるものの、輸出数量は高水準であった2018年初め頃か

らピークアウトしています。また、米国の保護主義的な通商政策によって、世界貿易の縮小につながるリスクが

ある点には留意が必要です。 

金融面では、日本銀行による「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」の下で、強力な金融緩和措置が続いて

きましたが、2018年７月末に、日本銀行は、短期金利のマイナス金利、長期金利（10年物国債金利）のゼロ％程

度という大枠を維持しながら、長期金利の一定程度の変動を容認する姿勢に転じました。同時に、日本銀行は、

政策金利のフォーワードガイダンスを導入することで、「強力な金融緩和継続のための枠組み強化」を図ってい

ます。この結果、2018年４－６月期にかけて0.05％前後で安定していた長期金利は緩やかに上昇し、８月以降は

概ね0.1％台で推移するようになり、10月上旬には一時0.158％と、2016年１月に日銀がマイナス金利政策を導入

した直前の水準まで上昇しました。もっとも、12月に入ると、世界経済の減速懸念を背景に世界的に金利が低下

する中、日本の長期金利も大幅に低下し、12月末には0.01％前後と2017年４月以来の低水準になりました。

一方、為替市場をみると、対ドルでは、2018年に入ってリスク回避の動きから円高が加速し３月下旬に104円

台を記録しましたが、その後は円安・ドル高に転じ、５月から６月にかけて概ね109円～111円という狭いレン

ジで推移しました。７月以降は、米中の貿易摩擦激化への警戒感から円高に振れる場面はあったものの、米国

の金利上昇による日米金利差拡大も手伝って円安が進み、10月初めには114円台と約11カ月ぶりの円安水準とな

りました。もっとも、10月から12月中旬までは112～113円という狭いレンジで推移した後、年末にかけて110円

台へ円高が進み、12月の日銀短観で示された大企業製造業の想定為替レート(109.41円)との乖離幅は小さくな

っています。また、対ユーロでは、４月から５月にかけて円高・ユーロ安が進み、５月末には2017年６月以来

となる円高水準となりました。６月以降は、政治リスクが後退したこともあり、ユーロは上昇基調となりまし

たが、７月半ばから円高・ユーロ安に転じ、さらに８月に入ると、米国とトルコの対立激化からトルコ・リラ

が急落したことを受けてユーロ安も加速し、５月末と同水準まで円高が進みました。その後、ユーロが対ドル

で上昇したことから、対円でも上昇し、９月下旬には５カ月ぶりの円安水準となりました。もっとも、９月末

以降は、再び円高・ユーロ安のトレンドに転じ、年末にかけてはリスク回避の動きが強まったことを受けて、

対ドル同様に、対ユーロでも円高が加速しました。

 2018年12月末の日経平均株価は20,014円77銭(同年９月末比4,105円27銭安)、10年国債利回りは0.013％(同

0.121ポイントの低下)、為替は1ドル110円40銭(同3円4銭の円高)となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じ

た事項はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(5) 資本の財源及び流動性に係る情報

① 流動性の管理

＜財務の効率性と安定性の両立＞

当社グループは、多くの資産及び負債を用いて有価証券関連業務を中心としたビジネスを行っており、ビジネ

スを継続する上で十分な流動性を効率的かつ安定的に確保することを資金調達の基本方針としております。

当社グループの資金調達手段には、社債、ミディアム・ターム・ノート、金融機関借入、コマーシャル・ペー

パー、コールマネー、預金受入等の無担保調達、現先取引、レポ取引等の有担保調達があり、これらの多様な調

達手段を適切に組み合わせることにより、効率的かつ安定的な資金調達の実現を図っております。

財務の安定性という観点では、環境が大きく変動した場合においても、業務の継続に支障をきたすことのない

よう、平時から安定的に資金を確保するよう努めております。特に近年においては、世界的金融危機及び信用危

機による不測の事態に備え、市場からの資金調達、金融機関からの借入等により、手元流動性の更なる積み増し

を行っております。同時に、危機発生等により、新規の資金調達及び既存資金の再調達が困難となる場合も想定

し、調達資金の償還期限及び調達先の分散を図っております。

当社は、平成26年金融庁告示第61号による連結流動性カバレッジ比率（以下、「LCR」）の最低基準（2015年

３月末から段階的に導入）の遵守が求められております。当社の当第３四半期日次平均のLCRは138.3％となって

おり、上記金融庁告示による要件を満たしております。また、当社は、上記金融庁告示による規制上のLCRのほ

かに、独自の流動性管理指標を用いた流動性管理態勢を構築しております。即ち、一定期間内に期日が到来する

無担保調達資金及び同期間にストレスが発生した場合の資金流出見込額に対し、様々なストレスシナリオを想定

したうえで、それらをカバーする流動性ポートフォリオが保持されていることを日次で確認しております。その

他、１年以上の長期間に亘りストレス環境が継続することを想定した場合に、保有資産を維持するための長期性

資金調達状況の十分性を計測及びモニタリングしており、１年間無担保資金調達が行えない場合でも業務の継続

が可能となるように取り組んでおります。

当第３四半期日次平均のLCRの状況は次のとおりです。

 

(単位：億円)

   
日次平均 

（自 2018年10月 
    至 2018年12月）

適格流動資産 (A) 25,018 

資金流出額 (B) 35,143 

資金流入額 (C) 17,059 

連結流動性カバレッジ比率（LCR）

 

算入可能適格流動資産の合計額 (D) 25,018 

純資金流出額 (B)-(C) 18,083 

連結流動性カバレッジ比率 (D)/((B)-(C)) 138.3％
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＜グループ全体の資金管理＞

当社グループでは、グループ全体での適正な流動性確保という基本方針の下、当社が一元的に資金の流動性の

管理・モニタリングを行っております。当社は、当社固有のストレス又は市場全体のストレスの発生により新規

の資金調達及び既存資金の再調達が困難となる場合も想定し、短期の無担保調達資金について、当社グループの

流動性ポートフォリオが十分に確保されているかをモニタリングしております。また、当社は、必要に応じて当

社からグループ各社に対し、機動的な資金の配分・供給を行うと共に、グループ内で資金融通を可能とする態勢

を整えることで、効率性に基づく一体的な資金調達及び資金管理を行っております。

 

＜コンティンジェンシー・ファンディング・プラン＞

当社グループは、流動性リスクへの対応の一環として、コンティンジェンシー・ファンディング・プランを策

定しております。同プランは、信用力の低下等の内生的要因や金融市場の混乱等の外生的要因によるストレスの

逼迫度に応じた報告体制や資金調達手段の確保などの方針を定めており、これにより当社グループは機動的な対

応により流動性を確保する態勢を整備しております。

当社グループのコンティンジェンシー・ファンディング・プランは、グループ全体のストレスを踏まえて策定

しており、変動する金融環境に機動的に対応するため、定期的な見直しを行っております。

また、金融市場の変動の影響が大きく、その流動性確保の重要性の高い大和証券株式会社、株式会社大和ネク

スト銀行及び海外証券子会社においては、更に個別のコンティンジェンシー・ファンディング・プランも策定

し、同様に定期的な見直しを行っております。

なお、当社は、子会社のコンティンジェンシー・ファンディング・プランの整備状況について定期的にモニタ

リングしており、必要に応じて想定すべき危機シナリオを考慮して子会社の資金調達プランやコンティンジェン

シー・ファンディング・プランそのものの見直しを行い、更には流動性の積み増しを実行すると同時に資産圧縮

を図るといった事前の対策を講じることとしております。

 

② 株主資本 

当社グループが株式や債券、デリバティブ等のトレーディング取引、貸借取引、引受業務、ストラクチャー

ド・ファイナンス、M&A、プリンシパル・インベストメント、証券担保ローン等の有価証券関連業を中心とした

幅広い金融サービスを展開するためには、十分な資本を確保する必要があります。また、当社グループは、日本

のみならず、海外においても有価証券関連業務を行っており、それぞれの地域において法規制上必要な資本を維

持しなければなりません。

当第３四半期連結会計期間末の株主資本は、前連結会計年度末比184億円減少し、1兆1,910億円となりまし

た。資本金及び資本剰余金の合計は4,780億円となっております。利益剰余金は親会社株主に帰属する四半期純

利益504億円を計上したほか、配当金435億円の支払いを行ったこと等により、前連結会計年度末比66億円増の

7,924億円となりました。自己株式の控除額は同250億円増加し、793億円となっております。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000,000

第１種優先株式 100,000,000

第２種優先株式 100,000,000

第３種優先株式 100,000,000

計 4,000,000,000

第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

 

(注) 各種類の株式の「発行可能株式総数」の欄には、定款に規定されている各種類の株式の発行可能種類株式総数

を記載し、計の欄には、定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(2018年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(2019年２月７日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 1,699,378,772 1,699,378,772
 東京証券取引所市場第一部 

 名古屋証券取引所市場第一部
単元株式数は100株で 
あります。

計 1,699,378,772 1,699,378,772 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

2018年10月１日～ 
2018年12月31日

― 1,699,378 ― 247,397 ― 226,751

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 91,390,500 
  ― ―
（相互保有株式）
普通株式 1,133,000 
 

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,606,177,900 
 

16,061,779 ―

単元未満株式 普通株式 677,372 
 

― ―

発行済株式総数 1,699,378,772 ― ―

総株主の議決権 ― 16,061,779 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、株式会社 証券保管振替機構名義の株式3,000株(議決権30個)

     が含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式82株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社大和証券 
グループ本社

 東京都千代田区丸の内 
 一丁目９番１号

91,390,500 ― 91,390,500 5.37 

計 ― 91,390,500 ― 91,390,500 5.37 
 

(注) １ 当社は、単元未満自己株式82株を保有しております。

２ 上記のほか、当社の子会社が有価証券関連業務として自己の名義で保有している株式が1,133,000株 

あります。

― 12 ―



 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 取締役の状況

該当事項はありません。

 

(2) 執行役の状況

 ①新任執行役

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有 
株式数 
(千株)

就任 
年月日

執行役
内部監査 
担当

大塚 祥史
1964年 

２月18日生

1988年４月 当社入社

(注) 50
2018年 
10月１日

1999年10月 大和証券エスビーキャピタル・マ
ーケッツ㈱へ転籍

2007年10月 大和証券エスエムビーシー㈱キャ
ピタル・ソリューション部長

2008年７月 同社エクイティ・シンジケート部
長

2011年７月 大和証券キャピタル・マーケッツ
㈱エクイティ・キャピタルマーケ
ット部長

2012年４月 大和証券㈱エクイティ・キャピタ
ルマーケット部長 

2015年４月 同社執行役員 グローバル・イン
ベストメント・バンキング副担当

2018年10月 当社執行役 内部監査担当
 

 （注）  執行役の任期は、2019年３月期にかかる定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までであり

          ます。

 
②退任執行役

役 名 職 名 氏 名 退任年月日

常務執行役 内部監査担当 白瀧 勝 2018年９月30日

 

 

    (3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

   男性19名  女性２名 （役員のうち女性の比率9.5％）
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)並びに同規則第61条及び第82条の規定に基づき、当企業集団の主たる事業である有価証券関連業を営む会

社の財務諸表に適用される「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業

経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

                      (単位：百万円)

                   
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部    

  流動資産    

    現金・預金 3,694,283 3,623,007

    預託金 348,912 318,417

    受取手形及び売掛金 19,479 18,358

    有価証券 987,210 1,083,724

    トレーディング商品 6,667,033 7,347,010

      商品有価証券等 4,170,557 4,748,505

      デリバティブ取引 2,496,475 2,598,504

    営業投資有価証券 115,332 108,379

    投資損失引当金 △505 △450

    営業貸付金 1,442,939 1,618,641

    仕掛品 479 1,579

    信用取引資産 262,963 184,046

      信用取引貸付金 231,486 168,493

      信用取引借証券担保金 31,476 15,552

    有価証券担保貸付金 6,496,752 5,796,273

      借入有価証券担保金 6,472,791 4,809,741

      現先取引貸付金 23,961 986,532

    立替金 17,549 9,400

    短期貸付金 388 2,078

    未収収益 35,880 52,150

    その他の流動資産 390,020 566,595

    貸倒引当金 △244 △282

    流動資産計 20,478,476 20,728,931

  固定資産    

    有形固定資産 124,190 147,219

    無形固定資産 105,776 113,894

      のれん 11,170 11,017

      その他 94,605 102,876

    投資その他の資産 426,598 439,159

      投資有価証券 367,196 378,567

      長期貸付金 4,932 4,930

      長期差入保証金 17,527 17,616

      繰延税金資産 6,162 5,466

      その他 ※1  31,450 ※1  33,241

      貸倒引当金 ※1  △671 ※1  △663

    固定資産計 656,565 700,272

  資産合計 21,135,041 21,429,204
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                      (単位：百万円)

                   
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部    

  流動負債    

    支払手形及び買掛金 7,065 7,571

    トレーディング商品 5,030,817 4,842,796

      商品有価証券等 2,830,472 2,495,435

      デリバティブ取引 2,200,345 2,347,360

    約定見返勘定 407,184 364,120

    信用取引負債 71,344 57,286

      信用取引借入金 3,007 1,913

      信用取引貸証券受入金 68,336 55,373

    有価証券担保借入金 5,775,897 6,147,585

      有価証券貸借取引受入金 5,645,028 5,287,929

      現先取引借入金 130,868 859,656

    銀行業における預金 3,388,444 3,606,019

    預り金 256,858 340,332

    受入保証金 420,039 403,279

    短期借入金 1,091,771 1,071,957

    コマーシャル・ペーパー 105,000 130,000

    1年内償還予定の社債 261,494 167,399

    未払法人税等 9,211 2,139

    賞与引当金 34,862 17,359

    その他の流動負債 175,115 131,838

    流動負債計 17,035,108 17,289,684

  固定負債    

    社債 1,315,349 1,393,514

    長期借入金 1,327,780 1,411,687

    繰延税金負債 9,203 7,692

    退職給付に係る負債 41,758 43,230

    訴訟損失引当金 24,485 25,063

    その他の固定負債 6,889 6,909

    固定負債計 2,725,467 2,888,098

  特別法上の準備金    

    金融商品取引責任準備金 3,945 3,945

    特別法上の準備金計 3,945 3,945

  負債合計 19,764,521 20,181,728
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                      (単位：百万円)

                   
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

純資産の部    

  株主資本    

    資本金 247,397 247,397

    資本剰余金 230,713 230,633

    利益剰余金 785,730 792,409

    自己株式 △54,310 △79,374

    自己株式申込証拠金 3 0

    株主資本合計 1,209,535 1,191,066

  その他の包括利益累計額    

    その他有価証券評価差額金 61,176 43,759

    繰延ヘッジ損益 △129 △3,216

    為替換算調整勘定 2,550 4,068

    その他の包括利益累計額合計 63,597 44,610

  新株予約権 8,790 8,630

  非支配株主持分 88,596 3,168

  純資産合計 1,370,520 1,247,475

負債・純資産合計 21,135,041 21,429,204
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

                      (単位：百万円)

                    前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
 至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年12月31日)

営業収益    

  受入手数料 234,008 218,397

    委託手数料 54,655 45,841

   
引受け・売出し・特定投資家向け 
売付け勧誘等の手数料

28,642 35,574

   
募集・売出し・特定投資家向け 
売付け勧誘等の取扱手数料

35,194 20,595

    その他の受入手数料 115,517 116,386

  トレーディング損益 ※1  77,594 ※1  66,194

  営業投資有価証券関連損益 21,826 799

  金融収益 139,831 213,701

  その他の営業収益 53,879 37,405

  営業収益計 527,140 536,499

金融費用 104,488 176,617

その他の営業費用 48,187 26,134

純営業収益 374,464 333,746

販売費・一般管理費    

  取引関係費 53,785 54,424

  人件費 ※2  136,249 ※2  138,443

  不動産関係費 26,746 27,783

  事務費 19,673 20,055

  減価償却費 18,246 19,014

  租税公課 8,125 8,014

  貸倒引当金繰入れ 104 44

  その他 9,841 12,113

  販売費・一般管理費計 272,771 279,894

営業利益 101,692 53,852

営業外収益    

  受取配当金 3,031 3,183

  持分法による投資利益 5,752 6,771

  為替差益 - 119

  その他 2,573 2,319

  営業外収益計 11,358 12,394

営業外費用    

  支払利息 24 20

  為替差損 1 -

  投資事業組合運用損 - 150

  社債発行費 664 85

  その他 160 494

  営業外費用計 851 751

経常利益 112,199 65,495
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                      (単位：百万円)

                    前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
 至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年12月31日)

特別利益    

  固定資産売却益 814 132

  投資有価証券売却益 814 9,214

  段階取得に係る差益 1,498 -

  償却債権取立益 481 -

  新株予約権戻入益 894 688

  移転補償金 - 347

  その他 688 -

  特別利益計 5,191 10,382

特別損失    

  固定資産除売却損 200 196

  投資有価証券評価損 - 471

  持分変動損失 - 105

  金融商品取引責任準備金繰入れ 0 -

  移転関連費用 - 570

  事業再編関連費用 100 -

  製品補償関連費用 - ※3  631

  訴訟損失引当金繰入額 ※4  9,598 -

  特別損失計 9,899 1,975

税金等調整前四半期純利益 107,491 73,901

法人税、住民税及び事業税 20,441 16,559

法人税等調整額 8,335 6,958

法人税等合計 28,776 23,518

四半期純利益 78,714 50,383

非支配株主に帰属する四半期純利益 
又は非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

4,715 △20

親会社株主に帰属する四半期純利益 73,998 50,404
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

                      (単位：百万円)

                    前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
 至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年12月31日)

四半期純利益 78,714 50,383

その他の包括利益    

  その他有価証券評価差額金 22,010 △17,177

  繰延ヘッジ損益 △7,015 △3,122

  為替換算調整勘定 8,641 1,577

  持分法適用会社に対する持分相当額 585 △308

  その他の包括利益合計 24,222 △19,031

四半期包括利益 102,936 31,352

（内訳）    

  親会社株主に係る四半期包括利益 98,219 31,417

  非支配株主に係る四半期包括利益 4,716 △65
 

― 20 ―



当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年12月31日)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 
（表示方法の変更）

 従来、本表に掲記していた「トレーディング損益」の内訳は、四半期連結損益計算書の明瞭性を高めるため、

当第３四半期連結累計期間より四半期連結損益計算書関係注記に記載しております。

【注記事項】

(追加情報)

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(2018年12月31日)

投資その他の資産・その他 6,296百万円 6,020百万円
 

 

 ２ 保証債務

   被保証者（被保証債務の内容）は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(2018年12月31日)

従業員(借入金) 90百万円 61百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ トレーディング損益の内訳

 
前第３四半期連結累計期間
(自  2017年４月１日
至  2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  2018年４月１日
至  2018年12月31日)

株券等トレーディング損益 25,216百万円 27,378百万円

債券・為替等トレーディング損益  52,377  38,815  

計 77,594  66,194  
 

 

※２ 人件費に含まれている賞与引当金繰入額

 
前第３四半期連結累計期間
(自  2017年４月１日
至  2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  2018年４月１日
至  2018年12月31日)

  21,642百万円 16,864百万円
 

 

※３ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日) 

    製品補償関連費用は、国内子会社のその他事業に係る費用であります。

 
※４ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

当社の英国現地法人である大和証券キャピタル・マーケッツヨーロッパリミテッド（以下、「DCME」）が、

Singularis Holdings Limitedから提起された訴訟について、英国控訴院に控訴しておりましたが、2018年２月１

日に判決が言い渡され、DCMEの控訴が退けられました。これを踏まえ、判決の内容を精査の上、本訴訟に関する

費用等の見直しを行い、訴訟損失引当金繰入額に計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自  2017年４月１日
至  2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  2018年４月１日
至  2018年12月31日)

減価償却費 21,201百万円 22,189百万円

のれんの償却額 930 1,248
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  2017年４月１日  至  2017年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年５月16日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 21,804 13 2017年３月31日 2017年６月５日

2017年10月25日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 21,695 13 2017年９月30日 2017年12月１日
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自  2018年４月１日  至  2018年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年５月17日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 24,279  15 2018年３月31日 2018年６月４日

2018年10月29日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 19,295 12 2018年９月30日 2018年12月３日
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  2017年４月１日  至  2017年12月31日)

１ 報告セグメントごとの純営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他 
(注)１

合計リテール 
部門

ホール 
セール部門

アセット・
マネジメン
ト部門

投資部門 計

純営業収益              

  外部顧客への純営業収益 139,856 123,780 54,236 22,488 340,362 18,385 358,748

  セグメント間の内部
 純営業収益又は振替高

19,817 276 △17,433 △446 2,214 11,417 13,631

計 159,673 124,057 36,802 22,042 342,576 29,803 372,380

セグメント利益又はセグメント
損失（△）（経常利益又は経常
損失（△））

39,019 32,120 21,827 20,121 113,089 △861 112,228

 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社の統合・管理、銀行、情報

サービス、事務代行及び不動産賃貸等の事業が含まれております。

２  上記の純営業収益は主に、営業収益、金融費用、その他の営業費用及び支払手数料（販売費・一般管理費）

より構成されております。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

利益又は損失（△） 金額

報告セグメント計 113,089

「その他」の区分の損失（△） △861

セグメント間取引消去 △4

のれんの償却額 △231

未実現損益の調整額 △209

その他の調整額 415

四半期連結損益計算書の経常利益 112,199
 

 
 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自  2018年４月１日  至  2018年12月31日)

１ 報告セグメントごとの純営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他 
(注)１

合計リテール 
部門

ホール 
セール部門

アセット・
マネジメン
ト部門

投資部門 計

純営業収益              

  外部顧客への純営業収益 125,106 115,935 51,776 2,584 295,403 24,624 320,028

  セグメント間の内部
 純営業収益又は振替高

19,206 348 △ 15,290 △ 497 3,766 10,396 14,162

計 144,313 116,284 36,486 2,086 299,169 35,020 334,190

セグメント利益（経常利益） 22,737 17,907 21,850 15 62,511 3,650 66,161

 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社の統合・管理、銀行、情報

サービス、事務代行及び不動産賃貸等の事業が含まれております。

２  上記の純営業収益は主に、営業収益、金融費用、その他の営業費用及び支払手数料（販売費・一般管理費）

より構成されております。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 62,511

「その他」の区分の利益 3,650

セグメント間取引消去 △10

のれんの償却額 △231

未実現損益の調整額 △185

その他の調整額 △238

四半期連結損益計算書の経常利益 65,495
 

 
 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

前連結会計年度末(2018年３月31日)

１ 満期保有目的の債券

 (単位：百万円)

種類
連結貸借 

対照表計上額
時価 差額

国債・地方債等 9 10 0

社債 111,535 111,951 415

その他 ― ― ―

  計 111,545 111,961 415
 
 

 

２ その他有価証券

(単位：百万円)

種類
取得原価又は 
償却原価

連結貸借 
対照表計上額

差額

株券 103,227 173,514 70,286

債券 595,189 598,056 2,867

 国債・地方債等 38,361 38,701 340

 社債 118,963 121,496 2,532

 その他 437,864 437,858 △6

投資事業有限責任組合及び 
それに類する組合等への出資

28,157 28,157 ―

その他 272,735 283,216 10,480

  計 999,310 1,082,945 83,634
 
 

(注) １ 時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、上表には含めておりません。

２ 当連結会計年度において、時価のあるその他有価証券について45百万円（うち、株券45百万円）の減損処

理を行っております。

 

当第３四半期連結会計期間末(2018年12月31日)

１ 満期保有目的の債券

(単位：百万円)

種類
四半期連結貸借 
対照表計上額

時価 差額

国債・地方債等  ― ― ―

社債 126,901 127,867 966

その他 ― ― ―

  計 126,901 127,867 966
 

 

２ その他有価証券

(単位：百万円)

種類
取得原価又は 
償却原価

四半期連結貸借 
対照表計上額

差額

株券 84,620 132,235 47,974

債券 689,473 696,102 6,628

  国債・地方債等 92,822 93,759 937

  社債 71,232 73,670 2,437

  その他 525,418 528,672 3,253

 投資事業有限責任組合及び 
 それに類する組合等への出資

25,689 25,689 ―

その他 270,111 275,065 4,953

  計 1,069,535 1,129,092 59,556
 

(注) １ 時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、上表には含めておりません。

２ 当第３四半期連結累計期間において、時価のあるその他有価証券について482百万円（うち、株券482百万

円）の減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度末(2018年３月31日)

トレーディングに係るもの

(単位：百万円)

種類
資産 負債

契約額等 時価 契約額等 時価

オプション取引 3,429,539 424,829 3,600,144 375,239

為替予約取引 1,666,515 39,888 1,478,493 34,652

先物・先渡取引 1,905,111 21,605 2,861,828 28,151

スワップ取引 96,882,331 1,990,964 95,886,681 1,738,921

その他 1,651,359 23,956 1,641,390 23,379

リスクリザーブ ― △ 4,769 ― ―
 

 

当第３四半期連結会計期間末(2018年12月31日)

トレーディングに係るもの

(単位：百万円)

種類
資産 負債

契約額等 時価 契約額等 時価

オプション取引 2,822,023 384,132 3,033,377 357,374

為替予約取引 1,649,525 29,071 2,079,106 34,705

先物・先渡取引 4,272,212 27,877 5,548,516 37,707

スワップ取引 102,708,491 2,139,157 100,210,344 1,896,140

その他 1,159,796 22,368 1,177,673 21,431

リスクリザーブ ― △ 4,102 ― ―
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  2017年４月１日
至  2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  2018年４月１日
至  2018年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 44.49円 31.36円

    (算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 73,998  50,404

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ―  ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益(百万円)

73,998  50,404

    普通株式の期中平均株式数(千株) 1,663,373  1,607,163

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 44.21円 31.17円

    (算定上の基礎)    

    親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ―  ―

    普通株式増加数(千株) 10,325  9,819

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

―  ―
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２ 【その他】

(剰余金の配当)

2018年10月29日開催の取締役会において、2018年９月30日を基準日とする剰余金の配当に関して次のとおり決議

いたしました。

①配当金の総額                          19,295 百万円

②１株当たりの金額                             12 円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日          2018年12月３日

(注) 2018年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録質権者に対し支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
公認会計士 小 倉 加奈子 印

業 務 執 行 社 員  

指定有限責任社員
公認会計士 間 瀬 友 未 印

業 務 執 行 社 員  

指定有限責任社員
公認会計士 深 井 康 治 印

業 務 執 行 社 員  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年２月７日

株式会社大和証券グループ本社

取締役会  御中

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大和証

券グループ本社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日

から2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大和証券グループ本社及び連結子会社の2018年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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